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平成25年の

国内情勢
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　地下鉄サリン事件当時（平成7年3月）約11，400
人を数えたオウム真理教（教団）の国内信徒数は，
同事件を機に約1,000人にまで減少した（平成9
年1月）ものの，破壊活動防止法に基づく解散指
定処分の請求棄却を好機と捉えて組織再興に取
り組み，約1,650人に達した（平成14年12月）。
その後，教団は，麻原の意思の捉え方や目的実
現のための活動方針の違いから，「Aleph」の名
称を用いる主流派と「ひかりの輪」の名称を用い

る上祐派に分かれて活動するようになり（平成19
年5月），こうした路線対立などにより，信徒数は
約1 ,500人に減少していた（平成20年12月）。
しかし，ここ数年来，主流派を中心に活発な勧誘
活動を展開しており，上祐派と合わせた国内の
信徒数が約150人増加し，約1,650人となった（6
月末時点）。また，教団のロシア連邦内信徒数も
約20人増加し，約160人となった。 

信徒数が約1，500人から約1，650人に増加

●	主流派は，教団名を秘匿し宗教色を排した勧誘活動を継続

●	上祐派は，教団名を明示し上祐色を打ち出した勧誘活動を展開

オウム真理教が組織勢力を伸張1-1

オウム真理教
国 内 情 勢
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取材を受ける上祐（[http://hikarinowa.net/]）

　主流派は，麻原の説く「衆生救済」の実現には
信徒拡大が必要不可欠として，平成24年に続き，
青年層や学生を主な対象に，教団名を秘匿し，
一般人と接触する機会を作るため，街頭や書店
で声を掛けたり，公共施設や飲食店でイベントを
開催するなどして勧誘活動を組織的かつ積極的
に展開した。声掛けによる勧誘では，書店に設け
られた宗教やヨーガなどのコーナーで本を探して
いる一般人に対し，「一緒に本を探してもらえませ
んか」，「教室を開きたいのでモニターになってほし
い」などと誘い掛ける手法を用いた。また，イベント
を利用した勧誘については，宗教色を排し，35歳
以下に限定した薬膳料理を食べる企画を立案し，
公共施設などにビラを置き，「皆さんで料理，食事
をしながらお話するイベントです」などと呼び掛けた
り，ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）を
利用して，実態のないサークルを装い，イベントの
開催を告知するなどして，一般人を募集する手法
を用いた。このほか，大学構内においては，大学
非公認のウォーキングサークルを装って学生を勧

誘する手法なども見られた。
　同派では，ヨーガや精神世界などに興味・関心
を示した一般人を勧誘対象者とし，声掛けなどを
行った信徒とは別の信徒が，「世界を支配する勢
力がオウム真理教をはめた」，「地下鉄サリン事件
は教団が起こしたものではない」などと，教団の独
善的な＂陰謀論＂を扶植した上で，入会を促した。
　なお，同派は，ロシア連邦内においても，日本国
内と同様，インターネットを利用した勧誘活動など
を展開した。

青年層・学生を対象に巧妙な手口と〝陰謀論〞を用いて勧誘する主流派

　上祐派も，平成24年に続き，上祐史浩の知名
度を利用し，上祐自ら，一般人に対し，民間のイン
ターネット放送局を利用して懇親イベントへの参加
を呼び掛けたほか，上祐のブログを利用して，「入
会しなくても，多くのイベントに参加・体験でき，学ぶ
ことができる」などと，未入会でも説法会，セミナー
及び「聖地巡礼」（上祐が＂聖地＂と認定した神社・
仏閣を訪問するもの）に参加できる旨宣伝し，「懇
親会」と称する座談会を開催するなどして勧誘活
動に取り組んだが，一般人の参加者の増加には
結び付かなかった。

各種メディアを利用して公然と説法会等への参加を呼び掛ける上祐派

教団名を秘匿したイベント案内
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絶対的帰依を求める指導を行ったほか，ロシア人
信徒に対しても，幹部信徒らを派遣するなどして，
日本国内と同様，麻原が確立した修行の継続・実
践を督励した。
　このほか，同派は，在家信徒の中から麻原へ
の帰依心が特に強い者を選抜する制度（マハー・
パーラミター・システム〈MPS〉，平成22年導入）を
運用しているところ，同制度に選抜された在家信徒

（MPS信徒）の中から，更に，麻原に対する絶対
的な帰依心を持っている者，逮捕・勾留されても信
仰が揺るがなかった者，勧誘活動で顕著な成果
を挙げた者らを選抜する新たな制度（ヴァジラ・パー
ラミター・システム）を導入し（6月），特別な修行着を
伝授するなどして，信徒の管理・統制を強化した。

　主流派は，平成24年に続き，在家信徒を対象
とした集中セミナー，麻原の誕生日を祝う「生誕祭」
などのイベントを通じて，麻原への絶対的帰依を
扶植する指導を徹底した。特に，年3回実施した
集中セミナー（1月，5月，9月）では，参加した在家
信徒に睡眠・休憩時間を与えない過酷な状況で修
行を課した上で，麻原の説く「衆生救済」の実現
や麻原への絶対的帰依を求める説法などを収載
した「改訂版特別教学システム教本」を使用しなが
ら，説法内容の暗記や理解度を計るテストに取り
組ませ，幹部信徒が「一番大切な存在は麻原尊
師。家族や親友とは比較にならない。全力で修
行に集中し，グル（麻原）のデータを蓄積しなさい」
などと麻原への絶対的帰依の重要性を強調する
説法を行った。参加した在家信徒の中には，「天
国と地獄，歓喜の体験ができ，グルの偉大さを再
確認した」などと麻原への帰依の深まりを吐露する
者もいた。各回のセミナーでは，麻原が収容され
ている東京拘置所の周りを＂巡礼＂と称して周回す
る信徒の姿が確認された。
　麻原の「生誕祭」（3月）については，年々参加
者が増加傾向にあり，平成20年と比較すると，平
成25年は2.5倍となった。同祭典を実施した各
施設では，幹部信徒が「グルの教えと真理の道以
外に私たちが得る道はない」などと，麻原への絶
対的帰依の重要性や麻原の偉大性を強調したり，
参加信徒が麻原の延命を祈願する修行などに取
り組んだ。
　なお，同派では，未成年信徒に対し，麻原の説
法を収録した教材を利用するなどして，麻原への

麻原説法の教学，麻原の延命祈願を継続する中，新たな選抜制度を導入

●	麻原への絶対的帰依の指導を徹底し，信徒を管理・統制

●	一連の事件を引き起こした危険な教義を維持，反社会性を鮮明に

〝麻原絶対〞を堅持し危険な体質を露呈する主流派1-2
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麻原の写真を掲げた主流派の祭壇
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立入検査で確認された＂串刺し＂写真

　主流派は，組織防衛を徹底するため，「治安機
関は，教団の危険性を証明する材料をでっち上げ
るので，法律を知り警察と公安調査庁の違いを正
確に把握する」などとして，平成24年末から，在
家信徒を対象に「法律勉強会」と称する説明会を
全国の支部道場で開催し，治安機関関係者に接
触された際の対処法として，無視・拒絶するなどの
手順を指導した。また，1月以降，出家信徒を対
象に「立入検査対策」と称する説明会を各施設で
開催し，公安調査庁による立入検査の際，身分
証の提示，質問検査及び物品検査の実施状況な
どを，公安調査官の容貌も含めてビデオカメラで
撮影して牽制するよう指導した。その結果，多く
の教団施設で，指導に従った出家信徒が公安調
査官の質問に答えずにビデオ撮影を実施するなど，
対決姿勢を強めた。
　こうした中，平成25年春，幹部信徒が居住す
る施設に対する立入検査において，公安調査官
や警察官，弁護士ら同派に敵対する者の写真16

葉を日本刀を模したナイフ様の物で ＂串刺し＂ にし，
祭壇付近に置いている状況が確認された。かつ
て麻原が，殺人を暗示的に勧める危険な教義で
ある「タントラ・ヴァジラヤーナ（秘密金剛乗）」を背景
に，「真理に仇

あだ

なす者をできるだけ早く殺す」などと
述べ，一連の事件を引き起こしてきたことに照らす
と，この ＂串刺し＂ 写真は，現在も教団の危険性，
反社会的体質に変化がないことを露呈するものと
なった。

対権力姿勢を強める中，公安調査官らの写真をナイフ様の物で〝串刺し〞

した。また，ウェブサイト・「ひかりの輪」においても，
「ひかりの輪」と「Aleph」との違いを強調した上で，
「麻原・オウム信仰を脱却し，事件を謝罪して，被
害者団体と賠償契約を正式に締結し，その実行
に努めている」などと，社会に対し麻原色の払拭と
恭順の姿勢を前面に押し出した。
　しかし，同派は，麻原がその化身とするシヴァ神

　上祐派は，平成25年を「生き残るための挑戦
の年」と位置付け，各種メディアを積極的に活用し，

「脱麻原」のけん伝に努めた。特に，上祐は，「オ
ウム事件17年目の告白」（扶桑社，平成24年12
月）に続き，「終わらないオウム」（鹿

ろくさい

砦社，6月），「危
険な宗教の見分け方」（ポプラ社，11月）を出版し，

「麻原への執着は一切ありません」などとアピール

上祐の著書出版等を通じて「脱麻原」をアピール

●	麻原色の払拭を標榜するも，麻原の影響下にある実態に変化なし

●	海外では，活動の足場を変えつつ，布教活動を継続

観察処分を免れるため欺まん的体質を維持する上祐派1-3
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「終わらないオウム」（鹿砦社）

法を収録した未成年者に対する指導・教化用の教
材が確認された。また，前述のとおり，幹部信徒が
居住する施設では，＂串刺し＂写真が発見された。
　また，当庁は，3か月ごと4回にわたり，教団か
ら組織や活動の現状に関する報告を受けた。こ
れら教団報告の内容，立入検査や調査の結果に
基づき，請求のあった4都県14市区に対し，延べ
41回にわたって情報を提供した。

　当庁は，団体規制法に基づき，1月以降11月末
までの間，公安調査官延べ約400人を動員し，
12都道府県，延べ22か所の教団施設に対して
立入検査を行った。
　このうち，主流派においては，全ての施設で，
麻原の肖像写真や同人の説法を収録した教材が
多数確認されたほか，在家信徒の指導・教化を行
う道場が設けられた複数の施設では，麻原の説

立入検査を通じて明らかとなった教団の危険性

信徒らを直接指導したり，インターネット回線を使用
した音声・映像の電話サービスを活用して，日本国
内から日常的に指導したほか，上祐ら幹部信徒を
トルコ共和国に派遣し，現地にロシア人信徒ら十
数人を呼び寄せてセミナーを開催した（10月）。

　上祐派は，ロシア人信徒らを対象にしたセミナー
をウクライナにおいて開催するため，上祐ら幹部信
徒が，同国内の空港に到着したところ，同国入国
管理当局から入国を拒否された（2月）。
　しかしながら，その後も，日本から幹部信徒をロ
シア連邦に派遣して（3月，4月，5月，8月），ロシア人

ウクライナで入国を拒否され，ロシア連邦及びトルコ共和国で活動

●	12都道府県延べ22か所で立入検査を実施

●	引き続き，地域住民の恐怖感・不安感解消の取組を推進

観察処分を適正かつ厳格に実施1-4

と大黒天を同列に位置付け，大黒天を崇拝対象と
して，ひそかに麻原及びオウム真理教の信仰を継
続してきたところ，平成24年に続き，大黒天を施
設の祭壇に掲げ，セミナー（1月，5月，8月）では，
上祐が，麻原の行っていたイニシエーション（秘儀
伝授）と同種の宗教儀式を実施するなど，依然と
して麻原の影響下にある実態に変化はなかった。
また，事件被害者への賠償についても，組織内では
「法的に賠償責任はない」などとの説明を行った。
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　教団施設の周辺に居住する住民は，今も教団
に対する恐怖感・不安感を強く抱いており，教団の
解散や施設退去を求める各種集会・デモのほか，
教団による青年層を対象とした勧誘活動に対して
注意を促すビラの配布などを行った。
　また，「オウム真理教対策関係市町村連絡会」
は，法務大臣及び公安調査庁長官に対し，オウム
真理教問題の抜本的な解決に向けた法整備など
を求める要望書を提出した（1月）。
　当庁においても，教団施設の周辺に居住する
住民の恐怖感・不安感の軽減に資するため，住民
との意見交換会を18地域で延べ45回開催し，教
団の現状などについて説明を行った。

今なお消えない地域住民の恐怖感・不安感

立入検査実施施設 （平成25年1月から11月末実施分）

北海道

札幌施設
3.12
8.29

神奈川県

横浜西施設 11.20

愛知県

豊明施設 6. 6

名古屋施設 1.30

宮城県

仙台施設 10.23

千葉県

鎌ケ谷施設 6.6

埼玉県

北越谷施設 7.4

八潮大瀬施設 2.28

東京都

南烏山施設 6.18

足立入谷施設 5.24

保木間施設 3.14

新保木間施設 5.24

練馬施設 7.16

福岡県

福岡施設 9.25

福岡福津施設 6.26

大阪府

生野施設 4.23

大阪施設 4.23

滋賀県

甲西施設 5.9

水口施設 5.9

石川県

金沢施設 2.14

長野県

小諸施設 10.25

施設名 検査実施日

凡例

教団施設周辺の地域住民らによる集会
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　脱原発グループが，平成23年9月以降，経産
省の敷地の一角にテントを設置して不法占拠して
いたところ，国が，テント撤去などを求める提訴を
行った（3月）ことに対して，同グループは，「訴権の

濫用」などと主張して訴えの却下を求める中，過
激各派は，国の対応を原発再稼働に向けた「脱
原発運動への弾圧強化」などと批判するとともに，
裁判の支援やテントの撤去阻止を訴えた。

不法に設置されたテントをめぐる訴訟で，過激派が裁判支援などを訴え

　共産党は，首都圏の反原発団体による官邸や
国会前での抗議活動（平成24年3月末〜）の参
加者が平成24年夏から減少する中でも，同活動
に党国会議員を毎週のように参加させ，事故収束
宣言の撤回や被災者への賠償などを訴えた。また，
同党は，汚染水漏えいをめぐって，「福島第1原

発の放射能汚染水の危機打開のための緊急提
言」を発表した（9月）ほか，臨時国会で「東京電力
を破綻処理し，政府が事故収束と賠償，除染に
全責任を負う体制を速やかに構築すべき」などと
主張して，政府や東京電力の対応を批判した。

共産党は福島第一原発の汚染水漏えいをめぐって政府の対応を批判

社会的に注目を浴びた事象をめぐる
諸団体の動向

国 内 情 勢

2

●	過激派や共産党は，勢力拡大を企図し，汚染水漏えいなどを捉えた政府批判活動を展開

「再稼働阻止」を掲げた反原発運動の継続2-1

中核派が実施した「3.11反原発福島行動�13」でのデモ行進
（3月，福島）

　他方，過激派は，反原発団体などの集会・デモ
に参加する中で，全原発の即時停止・廃炉を主張
するとともに，自派の機関紙やビラを配布した。特
に中核派は，同派系の「すべての原発いますぐな
くそう!全国会議」（NAZEN）を中心に反原発運
動に取り組み，被災地との連帯を掲げて福島市内
で反原発集会を開催した（3月）。このほか，JRCL

（旧第四インター派）は，福島第一原発の事故収
束作業や被災地の除染作業に従事する労働者を
対象とした労働相談に取り組む「被ばく労働を考え
るネットワーク」の活動を機関紙で取り上げた。

中核派が引き続き，同派系団体を中心に活発な動き
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地の閉鎖・撤去」を訴えた。このうち共産党は，承
認願書提出以降，同党系団体と共に，沖縄県知
事に対し，埋立を承認しないように求めるはがきを
全国から大量に送りつけるなどの取組を展開した
ほか，参院選（7月）において，移設反対派候補を
支援した。また，反対運動の「天王山」と位置付
ける名護市長選（平成26年1月執行予定）に向け，
移設反対を訴える現職市長の支援に取り組んだ。

　米軍普天間基地移設をめぐり，代替施設建設
予定地である名護市辺野古の公有水面を埋め立
てるための承認願書が沖縄県知事に提出される

（3月）など，移設に向けた動きが本格化する中，
共産党や過激派は，反対派市民団体などと共に
総理の沖縄訪問（2月，6月，7月）や「主権回復・
国際社会復帰を記念する式典」（4月）の機会を
捉えて，「辺野古新基地建設断念」や「普天間基

辺野古の公有水面埋立可否判断を控え，不承認を訴える運動を展開

●	過激派や共産党は，沖縄や東京で集会や抗議活動を相次いで実施

普天間基地移設やオスプレイ配備の撤回を訴える反基地運動の継続2-2

周辺の通行を妨害した。このほか，滋賀では，オ
スプレイが参加する国内初の日米共同訓練に抗議
して反対派市民団体などが主催した集会やデモ
に党員や活動家を動員した（9月，10月）。

　米軍輸送機MV-22オス
プレイをめぐり，共産党や過
激派は，平成 24 年に続き，
反対派市民団体などと共に，
配備先の米軍普天間基地
周辺を始め各地で配備撤回
を求める行動を繰り広げた。
このうち東京では，超党派の
「オスプレイ配備に反対する
沖縄県民大会実行委員会」
が主催した総理要請行動や
集会（1月）に党員や活動家
を動員した。また，沖縄では，
オスプレイの追加配備（8月，
9月）に対し，「いつ落ちるか
と不安を募らす沖縄県民を愚弄するもの」と反発し
て，反対派市民団体などと共に，同基地ゲート周
辺で抗議活動を展開した。特に，革マル派は，全
国から活動家を動員し，反対派住民の一部と共に，
同基地ゲート前の路上で座込みを強行して基地

オスプレイ配備反対運動では，一部で妨害行動も

オスプレイ追加配備抗議行動（8月，沖縄）
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●	過激派や共産党は，憲法改正，特定秘密保護法案や政府の経済政策などに
	 対する反対世論の醸成を企図

国政課題を捉えた多様な批判活動の展開2-3

　共産党や過激派は，国家安全保
障会議（NSC）設置法案と特定秘密
保護法案を一体のものとみなし，政
府批判を展開した。このうち，共産
党は，「NSCは現代版の大本営，
戦争司令部」であるとして，臨時国会

（10〜12月）で両法案の廃案を訴え
た。また，同党は，「国民の知る権
利を奪う『秘密保護法案』に断固反
対する」と題した声明を発表し（10
月），広範な団体や市民に同法案反

NSC設置法案や特定秘密保護法案を「軍事体制強化が狙い」と批判

中核派活動家が参加した特定秘密保護法案などに反対するデモ（10月，東京）

張して批判活動に取り組んだ。
　また，過激派は，集会や街頭宣伝を通じて「戦
争と改憲へ突き進む安倍政権を打倒しよう」などと
訴えた。なかでも中核派系の「とめよう戦争への
道!百万人署名運動」は，「憲法9条を変えるな」と
訴える署名運動に取り組んだ。

　憲法改正問題をめぐり，共産党は，第6回中央
委員会総会（2月）で「憲法9条を守り生かす声を
揺るぎない国民的多数派にする」と訴えて，世論
喚起に向けた運動を強める方針を確認した。そ
の後，政府・与党の幹部が，憲法改正の発議要件
を定めた96条の改正に意欲を示した際には，「し
んぶん赤旗」に改憲論者の学者が「立憲主義の
否定」と主張する記事を掲載するとともに，「改憲
派からも批判の声が上がっている」と訴える宣伝
活動を展開したほか，憲法記念日に同党系団体な
どが開催した集会（5月）では，志位委員長が「政
府の狙いは9条を改正して海外で戦争をすること
にある」と批判した。さらに，安倍総理が参院選（7
月）後に，集団的自衛権の行使をめぐる憲法解釈
の見直しについて検討する方針を表明したことに
対しては，「9条を壊すなし崩しの解釈改憲」と主

憲法96条や集団的自衛権をめぐる論議を「狙いは9条改正」と批判

共産党系団体などによる憲法改正反対を訴えるデモ
（5月，東京，共同）



057

構築を狙うもの」（中核派）などと批判した。また，
特定秘密保護法案への反対を訴える集会・デモ
に相次いで取り組み，成立阻止を訴えた。

対の一点での共闘を呼び掛けた。
　他方，過激各派は，機関紙で「強権的・軍事的
支配体制強化の企み」（革マル派），「戦争体制

　また，過激派は，JRCLが主導するATTAC-
Japanが，TPP参加反対を掲げる市民団体と共に，
集会や学習会を開催し運動の盛り上げを図ったほ
か，中核派が，機関紙で，TPP参加を「独占大資
本の利益のため」などと批判した。
　消費税をめぐっては，共産党が，平成26年4月
からの税率引上げについて，「何の大義も道理も
ない」として，同党系団体とともに反対集会を開催

（4月，9月）するなどした。

　環太平洋パートナーシップ（TPP）参加をめぐっ
ては，共産党や過激派が平成24年に引き続き，

「国内農業などが破壊される」として，反対運動を
展開した。共産党は，農業団体などが各地で主
催した抗議集会に党国会議員らが出席して，

「TPP参加反対」で幅広い共闘を呼び掛けた。
同党系農民団体も，各地で反対集会を開催する
とともに，市民団体が総理官邸前で実施している
抗議活動にも継続して参加した。

政府の経済政策に反対する活動を引き続き展開

コラム 2020年五輪の東京開催をめぐる反対活動

●　9月のIOC総会で決定された2020年五輪の
東京開催をめぐっては，共産党が国会で「五輪
より震災や原発事故からの復興が先である」と
して反対したほか，過激派が機関紙で，「近代五
輪は支配階級の労働者支配の道具」（中核派）

などと批判し，「治安弾圧のオリンピック粉砕」
（革労協解放派・主流派）などと訴えた。
●　また，都内では，東京五輪の反対を訴えるデモ
が断続的に行われた（6月，8月，9月，10月）が，これ
ら行動には，過激派活動家の参加が確認された。

東京五輪の反対を訴える過激派の機関紙
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中核派の「全国労働者総決起集会」後のデモ（11月，東京）

　中核派は，非正規労働者らを自派系労組に加
盟させ，労使交渉に介入するなどして労働者の取
り込みを図った。また，学生への働き掛けでは，
各拠点大学において新入生の勧誘活動に取り組
んだほか，広島大学において同派系学生自治会

（大学非公認）を立ち上げたり（7月），法政大学に
おいて学生活動家に対する退学処分等の撤回を
求める抗議活動を展開する（4月，10月）などして，
組織基盤の強化に取り組んだ。
　さらに，同派系大衆団体「すべての原発いますぐ
なくそう!全国会議」（NAZEN）を前面に立てて反
原発運動に取り組み，市民層への浸透を図った。

　こうした取組を経て，同派は，年間活動の総決算
とする「全国労働者総決起集会」（11月，東京）に
約1,800人を集め，「非正規職撤廃」などを訴えた。

中核派は，学生運動や反原発運動などを通じた組織拡大に取り組み

●	党派色を秘匿し，基幹産業労組への働き掛けや反原発・学生運動などの取組を強化

労組・市民層への浸透を図り，勢力拡大に力を注いだ過激派3-1

過激派
国 内 情 勢

3

私文書偽造・同行使の容疑）などに伴い，東京都
江東区（3月）及び，同荒川区（11月）の同派アジト
が警察により摘発されるなど，同派の非公然活動
の一端が浮き彫りになった。

　革マル派は，組織建設を優先するとの方針の下，
JR東労組やJR北海道労組などが加盟するJR
総連を始めとした基幹産業労組の組合員取り込
みに力を注いだ。賃下げ反対などをスローガンに
掲げて開催した「労働者怒りの総決起集会」（3
月）では，「賃下げに屈した労組指導部を許さない」
と連合加盟労組の執行部を批判したほか，自動
車や電機産業内の若手社員の取り込みを進める
との活動方針を打ち出した。また，JP労組大会（8
月）など各労組の定期大会会場周辺に活動家を
動員し，大会に参加した組合員に対して自派の取
組への賛同を直接呼び掛けた。
　こうした中，革マル派幹部活動家の逮捕（有印

革マル派は，基幹産業労組の組合員の取り込みに力を傾注

JP労組定期大会（8月）参加者に配布したビラ
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コラム 過激派の非公然アジト

　過激派は，他人名義でマンションを賃借するな
どして，爆発物の製造，対立するセクトや治安機関
に対する調査活動，逃亡犯の隠匿などを目的に非
公然アジトを設置している。平成10年以降におい
ても革マル派の非公然アジトは24か所が摘発さ
れ，偽造した警察手帳や公安調査官手帳，検事調
書の写しが記録されたフロッピーディスク，電話の

会話を録音したとみられるカセットテープのほか，
デジタル無線を傍受するための無線機，暗号解読
機，録音機などが押収されている。一方，殺人等の
容疑で活動家が指名手配されている中核派も，平
成10年以降，4か所の非公然アジトが摘発された。

　革労協解放派の主流派と反主流派は，それぞ
れが主導する日雇労組を前面に押し出し，炊き出
しを始めとする支援活動や行政機関に対して雇
用対策などを求める抗議・要請活動に力を注ぎ，
労働者らの取り込みに努めた。
　主流派は，こうした労働者らを成田闘争に動員
し，空港反対同盟や支援している他の過激派と共
に，現地での全国集会（3月，10月）などに取り組
んだ。一方，反主流派は，自衛隊の海外派遣や
在日米軍再編に対する抗議活動のほか，「原発
建設阻止」を掲げたデモ（青森）を繰り返し実施し

革労協解放派は，日雇労働者の取り込みを重視

北海道　2か所
（革マル派2か所）

関東地方　18か所
（革マル派16か所，
中核派・革労協解放派　各1か所）

近畿地方　4か所
（革マル派1か所，
中核派3か所）

中部地方　3か所
（革マル派3か所）

九州地方　2か所
（革マル派2か所）

平成10年以降に
摘発された
非公然アジト

革マル派	 24か所
中核派	 4か所
革労協解放派	1か所

反主流派の行政機関に対する抗議活動（1月，東京，同派のウェ
ブサイト［http://www.kaihou-sekisaisya.jp/］）

た。また,同派は，米軍横田基地に向けて金属弾
を発射する事件(11月)を引き起こした。
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　北朝鮮に残る「よど号」ハイジャック事件（注）の実
行犯ら「よど号」グループは，帰国の前提条件とす
る日本人拉致容疑での逮捕状の撤回に向け，同
グループ擁護の世論喚起に取り組んできた。その
一環として，メンバー3人が東京都を相手取って，

「逮捕状請求は違法」と主張して東京地裁に国家
賠償請求訴訟を提起する（4月）とともに，メンバー
6人がそれぞれの主張などを盛り込んだ「『拉致疑
惑』と帰国ハイジャックから祖国へ」と題する書籍を
出版する（同月）などして，同主張に対する世論の
理解・支持を訴えた。
　「よど号」グループは帰国運動の進展に向け，
今後も国家賠償請求訴訟などを軸として世論喚
起に努めていくものとみられる。

「よど号」グループは，国賠訴訟提起や書籍出版を通じ世論喚起を企図

●	日本人拉致容疑での逮捕状撤回に向け，国賠訴訟を提起した「よど号」グループ

●	引き続き危険な体質を維持する日本赤軍

「よど号」グループ・日本赤軍の動向3-2

国際手配中の「よど号」グループメンバー

ハイジャック容疑

ハイジャック，日本人拉致容疑

ハイジャック容疑

ハイジャック容疑

日本人拉致容疑など

日本人拉致容疑など

ハイジャック容疑

赤木志郎

魚本公博

小西隆裕

若林盛亮

森順子

若林佐喜子

岡本武

※「よど号」グループは，「岡本武は死亡した」と主張。

向」していく方向性が示されたことなどから，日本
赤軍メンバー及び支援者らは，今後，反原発運
動などを通じた他党派との連携を模索していくも
のとみられる。

　日本赤軍は，岡本公三らメンバー3人がじゃっ起
したテルアビブ空港乱射事件（昭和47年5月30日）
を「リッダ闘争」と称し，その正当性を主張し続けて
おり，平成25年も，同事件を記念する集会（5月）
に際し，服役中の最高幹部・重信房子が同事件を
正当化する声明を寄せた。これに加え，過去に
凶悪事件を引き起こしたメンバー7人が国際手配
中であり，日本赤軍の危険な体質に変化は見られ
ない。
　また，同集会は，初めて複数団体から成る実
行委員会による座談会形式で開催され，反原発
運動などに取り組む勢力との「共同の闘いを志

日本赤軍は，危険な体質を維持しつつ，他党派との連携に向けた動きも

国際手配中の日本赤軍メンバー

岡本公三

奥平純三

佐々木規夫

仁平映

坂東國男

松田久

大道寺あや子

（注）昭和45年3月31日，共産同赤軍派活動家9人が，日本航空
351便（愛称名「よど号」）を乗っ取り，4月3日，北朝鮮に入境した事件。
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　共産党は，7月の参院選を「本格的な反転攻勢
に出る選挙」と位置付け，年初から支持者の拡大
に努めた。
　街頭宣伝や予定候補者らを弁士とする演説会
などでは，安倍政権について，「経済，原発，憲
法など，あらゆる分野で民意を踏みにじる暴走を
繰り返している」と批判し，他政党についても，「自
民党の補完勢力としての姿を露わにしている」と非
難した。その上で，「自民党・安倍政権と正面から
対決しているのは，共産党だけであり，参院選の
真の対決軸は，自民党と共産党の対決―『自共対
決』である」と訴えた。
　また，政府批判の世論構築に向け，TPP参加
反対を訴える農林漁業団体の集会や，原発再稼

働反対を訴える市民団体の集会に党幹部らを参
加させるなど，主張が一致すればその一点に基
づいて共闘する，いわゆる「一点共闘」に力を注ぎ，

「国民との共同で政治を動かす党」との印象付け
に努めた。
　こうした取組に力を注いだ結果，共産党は，比例
代表で5議席，選挙区で3議席（東京，大阪，京都）
を獲得し，改選3議席を8議席に増加させた。共
産党が国政選挙で議席を増加させたのは，平成
10年の参院選以来15年ぶりのことであり，共産
党はこれを「1960年代後半から70年代，1990年
代後半に続く第3の躍進の始まり」と高く評価した。

参院選勝利に向けて年初から反自民党票の取り込みに全力

●	「一点共闘」を国会内外で呼び掛け，党の存在感をアピール

●	党の力量強化に向けて党勢拡大活動に力を傾注

「自共対決」を掲げて参院選で議席を伸ばした共産党4

共産党
国 内 情 勢

4

共産党の国会議員数の推移

（人）

0

15

20

10

5

総数

参院

衆院

H17・9衆

18

9

H19・7参

9

7

16

H21・8衆

7

9

16

H22・7参

6

9

15

H24・12衆

6

8

14

H25・7参

11

8

19
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　共産党は，第8回中央委員会総会を開催し（9
月），平成26年1月に第26回党大会を開催するこ
とを決定した。また，参院選の結果について，「民
主党の低迷や日本維新の会の失速など，情勢が
有利に働いた結果である」と総括した。その上で，
今後，どのような情勢下でも国政選挙で勝利する
ためには，最大の弱点である「党の自力不足」を
打開し，強く大きな党を作る必要があるとして，平
成26年1月末を期限とする「党勢拡大大運動」を
提唱し，以降，党員及び「しんぶん赤旗」発行部
数の拡大に努めた。
　しかし，党員数は，その後も横ばいのまま推移し，
10月末時点で年初と同水準の約32万人にとどま
った。また，「しんぶん赤旗」については，減少傾
向に歯止めを掛けるには至らず，10月末時点の
発行部数は，年初の約130万部を約7万部下回
る約123万部にまで減少した。

　共産党は，第26回党大会で，国内外情勢へ
の対応や選挙活動，党勢拡大活動などに関する
方針を決定する予定であるが，党勢の後退は党
の死活に関わる大問題として危機感を強めており，
今後の各種選挙を見据えて，「党の自力不足」の
打開に向けた諸活動に力を注ぐものとみられる。

第26回党大会に向けて「党勢拡大大運動」を推進

策立案能力をアピールした。また，消費税率引上
げ問題では，引上げ中止法案の骨子を発表し，
他政党に共同提案を呼び掛ける（10月）など，野
党共闘に積極的に取り組む姿勢を示した。

　共産党は，「安倍政権と正面から対決する」との
方針の下，同政権の政策を批判するとともに，法案
提出などに取り組み，党の独自性の発揮に努めた。
　通常国会では，安倍政権が進める経済政策「ア
ベノミクス」について，「恩恵を受けるのは一握りの
大企業・資産家のみで，国民生活は破壊される」
と主張した。また，憲法96条改正問題については，
「時の政権による恣意的な改憲を容易にする危険
な動きである」と批判したほか，「しんぶん赤旗」に，

「改憲反対」を主張する各界著名人のインタビュー
記事を掲載し，反対世論の喚起を図った。
　秋の臨時国会では，参院選の結果，平成16
年以来9年ぶりに獲得した議案提案権を活用し，
長時間労働の制限などを盛り込んだ「ブラック企業
規制法案」を参議院に提出して（10月），党の政

国会では安倍政権との論戦や野党共闘で党の存在感をアピール

党大会時の党員数・
「しんぶん赤旗」部数の推移

（万人） （万部）党大会時の党員数 「しんぶん赤旗」部数
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党の国会論戦について
報道する「しんぶん赤旗」
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　右翼団体は，東シナ海におけ
る中国海軍や尖閣諸島周辺で
領海侵入を繰り返す中国公船
の動向などを捉え活発に活動を
行った。
　中国海軍の艦艇による海上自
衛隊護衛艦への火器管制レーダ
ーの照射（1月）をめぐっては，在
日中国公館周辺で中国を批判す
る街宣活動を実施するとともに，
政府関係機関に対して，毅然と
した外交姿勢を求める要請など
を行った。また，中国公船が，尖
閣諸島周辺で領海侵入を繰り返
していることを捉え，在日中国公館周辺で「中国は
尖閣から出て行け」などと訴える街宣活動を実施
した。さらに，例年実施している「9.29反中共デー」

（日中共同声明の調印日，昭和47年）には，東京，
大阪など在日中国公館が所在する都市を中心に，
多くの団体が参加して，中国を批判する街宣活動
や集会・デモ行進を実施した。
　一方，竹島問題では，「竹島の日」（2月22日，
島根県条例）のほか，日本人3人が「独島（竹島の
韓国名）は韓国の地だ」と訴え竹島に上陸した事案

（5月），韓国与野党国会議員の竹島上陸（8月）な
どを捉え，在日韓国公館や上陸した日本人が所属

する団体施設周辺などで抗議活動を実施した。
　また，北方領土問題では，「北方領土の日」（2
月7日）や「反ロデー」（8月9日），ラブロフ・ロシア
外相の来日（11月）を捉え，各地の在日ロシア公館
や外務省周辺などで，ロシア政府に対する抗議や
我が国政府の外交姿勢を「弱腰」と批判する街宣
活動を実施した。
　このほか，北朝鮮をめぐっては，核実験（2月）や
ミサイル発射に関する報道（4月）を捉え，「日本に
対する宣戦布告」と反発し，朝鮮総聯関連施設
周辺で抗議活動を実施した。

中国公船の領海侵入や韓国議員の竹島上陸などを捉えた抗議活動を展開

●	尖閣諸島，竹島，北方領土など近隣諸国との諸問題を捉えて活動

●	安倍政権発足を受け，「公約実現」などを訴える各種活動を展開

外交・領土問題などを中心に活動した右翼団体5-1

右翼団体など
国 内 情 勢

5

中国批判のデモ行進をする右翼（9月，愛知）
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や2013年度全教教研集会（8月，愛知）に対しては，
「偏向教育の日教組解散」，「反日教育を行う全教
粉砕」と訴える街宣活動を実施した。

総理の靖国神社参拝や「河野談話」撤回，憲法改正などを訴え

コラム 国内諸勢力による尖閣諸島の実効支配強化を
訴える動きが活発化

　我が国政府が尖閣諸島を取得・保有して（平成
24年9月）以後，同諸島周辺海域では，中国公船
による領海侵入が相次いでおり，こうした動きに対
し，保守系市民団体（1〜11月），地方議員（4〜11
月），新宗教系の政治団体に所属する党員（5〜11
月）などの国内諸勢力が同諸島の実効支配強化を

訴え，航行を繰り返した。また，これら諸勢力がチ
ャーターした漁船が，同海域に侵入してくる中国公
船によって，度々，併走や追走を受け，なかには，中
国公船と長時間に渡り至近距離で対峙する（5〜8
月）事例もあった（21頁参照）。

中国公船（中央）に進路
を阻まれる日本漁船（手
前）（5月，沖縄，共同）

　右翼団体は，安倍政権発足に伴い，
内閣府や自民党に対し，総理の靖国神
社への参拝実現や「慰安婦」問題に関す
る「河野談話」の撤回，憲法改正などを訴
える様 な々活動を展開した。
　これらの活動では，保守政権支持の立
場から，総理の靖国神社参拝などを求め
る要請活動に取り組む団体が見られた一
方で，安倍総理が「終戦の日」（8月15日）
や春秋の例大祭（4月，10月）での靖国神
社参拝を見送ったことなどを捉え，「公約
を実行していない」などとして内閣府や自民党本
部周辺で抗議活動に取り組む団体も見られた。
　このほか，第62次日教組教研集会（1月，佐賀）

全教教研集会に対する右翼の街宣活動（8月，愛知）
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コラム 東京・大久保などでの活動をめぐり「対抗勢力」と小競り合い

　右派系グループを「レイシスト」（差別主義者），
その訴えを「ヘイトスピーチ」と非難する「対抗勢
力」が，2月以降，右派系グループがデモ行進を行
う沿道で「差別反対」を訴えて抗議活動を展開し
た。「対抗勢力」は，「差別主義者は日本の恥」など
と記載したプラカードを掲げ，「レイシストは帰れ」
などと訴えながら，右派系グループを挑発するなど
したことから，これに反発した同グループとの間で
小競り合いが頻発し，暴行容疑などで双方から逮
捕者が出る事態が発生した（東京，大阪）。

右派系グループの集合場所（写真左上）を取り囲む対抗
勢力（6月，東京）

●	「コリアンタウン」での反韓国活動を契機に「ヘイトスピーチ」が社会問題化

「日韓断交」などを訴えて活動した右派系グループ5-2

初級学校への抗議（平成21年）に関し賠償を命じ
る判決が出された（10月，京都地裁）。

　排外主義的主張を掲げ，インターネットで活動
参加を呼び掛ける右派系グループは，領土・歴史
認識問題など韓国や中国との諸問題を捉え，在日
公館に対する抗議活動を実施したほか，「国交断
絶」を訴える集会やデモ行進を行った。
　特に，「反韓国」を掲げた活動では，東京や大
阪のいわゆる「コリアンタウン」周辺で「韓国人を日
本海にたたき込め」などと訴え，デモ行進を繰り返
し実施した。こうした中，同グループの訴えを「ヘイ
トスピーチ」（憎悪表現）と非難する勢力（「対抗勢
力」，下記のコラム参照）との間で小競り合いが頻
発し，暴行事件も発生した（5〜6月，東京）。
　また，右派系グループの活動をめぐっては，国
会の質疑で取り上げられたほか，京都朝鮮第一

韓国，中国などとの諸問題を捉え「国交断絶」や「外国人排斥」を主張

デモ行進する右派系グループ（1月，東京）


